
 

令和 5年度蒲郡市ＲＰＡ導入業務委託プロポーザル実施要領 
 

１ 目的 

  蒲郡市（以下「本市」という。）では、働き方改革につながる取り組みの一つ

として、事務業務の生産性を高めることを目指している。 

 本業務では、業務の適切な箇所に RPA（Robotic Process Automation）を導

入し、職員の作業時間の削減及び業務工程の見直しを進め、業務の効率化を図

ることを目的とし、公募型プロポーザル方式により受託候補者を決定する。 

 

２ 業務の概要 

⑴ 業務名 

令和 5年度蒲郡市ＲＰＡ導入業務委託 

⑵ 委託期間 

契約締結日から令和６年３月３１日まで 

⑶ 委託業務 

別紙「令和 5年度蒲郡市ＲＰＡ導入業務委託仕様書」（以下「仕様書」とい

う。）のとおりとする。 

⑷ 提案上限額 

   金 ４,１３６，０００円（税込） 

※本金額はプロポーザルのために設定した上限額であり、契約金額ではない。 

また、本金額には、ＲＰＡソフトウェアのライセンス料等、業務に必要な全

ての経費を含む。 

 ⑸ 次年度について 

   次年度におけるＲＰＡソフトウェアのライセンス料を含めた運用等支援業

務については、本業務において作成した自動化プログラムを引き続き利用する

ことを想定している。 

 

３ 選定方法 

公募型プロポーザル方式による随意契約とする。 

 

４ 担当部局及び書類の提出先 

蒲郡市企画部デジタル行政推進課（市役所本庁４階） 

〒４４３－８６０１ 愛知県蒲郡市旭町１７番１号 

電話番号 ０５３３―６６―１２０９ 

電子メールアドレス joho@city.gamagori.lg.jp 

 

 



 

５ 参加資格要件 

本プロポーザルに参加する者は、次に掲げる要件を全て満たすこと。 

⑴ プロポーザル参加申出書の提出日現在において、地方自治法施行令（昭和２

２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定に該当しないこと。 

⑵ 参加表明書提出時において、蒲郡市入札参加資格者名簿（営業種目「コンピ

ュータサービス」）に登録されていること。 

⑶ 蒲郡市工事請負契約に係る指名停止等の措置要領（昭和５９年１２月１日施

行）及び蒲郡市物品購入等の契約に係る指名停止等の措置要領（平成３１年４

月１日施行）による指名停止期間中でないこと。 

⑷ 「蒲郡市が行う事務及び事業からの暴力団排除に関する合意書」（平成２３年

４月１日付け蒲郡市長・蒲郡警察署長締結）に基づく排除措置を受けていない

こと。 

⑸ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定に基づく更生手続開始の申

立て又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定に基づく再生手続開

始の申立てがなされていないこと。 

⑹ プロポーザル参加者が対象業務の契約締結までの間に参加資格を有しなく

なった場合又は提案書等に虚偽の記載を行った場合は、その時点で参加資格を

失う。 

⑺ 国や地方公共団体におけるＲＰＡソフトウェアの導入・活用支援業務に携わ

った実績を有すること。 

⑻ 協力事業者等を置く場合は、協力事業者等に本業務の全部を委託し、又は請

け負わせないこと。 

 

６ スケジュール 

本プロポーザルにおける全体スケジュール及び各種締め切りは次のとおり。 

実施内容 実施期限又は期日 

公告 ９月２０日（水） 

参加表明書の提出期限 ９月２９日（金）正午 

参加資格確認結果通知 １０月４日（水） 

質問書の提出期限 １０月１０日（火）正午 

質問書の回答期限 １０月１６日（月） 

参加辞退届提出期限 １０月１８日（水）午後５時 

提案書提出期限 １０月２０日（金）午後５時 

プレゼンテーション等 １０月２５日（水） 

審査結果通知 １０月３１日（火） 

契約締結 １１月上旬予定 

 



 

７ 参加表明書の提出 

⑴ 提出期限 

「６スケジュール」記載のとおり 

⑵ 提出書類 

ア 参加表明書（様式１） 

イ 会社概要（様式２） 

ウ 国や地方公共団体での類似業務実績がわかるもの（様式３） 

⑶ 提出方法 

ＰＤＦ形式で電子メールにて提出すること。 

※ 本市は、提出を確認し次第、受領した旨のメールを返信する。メールの送

信後２開庁日以内に本市からの返信がない場合は、電話にて到達確認を行う

こと。 

 

８ 参加資格の確認結果 

参加資格の確認結果は「６スケジュール」記載の期限までに電子メールにて通

知する。 

なお、参加表明が多数の場合は、参加表明書添付の会社概要及び業務実績表を

審査し、提案書提出者を選定することがある。 

 

９ 提案内容の概要 

  本業務の目的、趣旨等を踏まえ、次に掲げる項目について「提案書」として提

出すること。 

 ⑴ 本業務に対する基本方針 

   企画提案では、ＲＰＡによる業務の自動化に対する貴者の基本的な考え方を

示すとともに、ＲＰＡを効率的に管理運用する方法、また、導入時のＢＰＲ等

業務の見直し方法や人事異動時等の技術継承方法等について、本業務の目的を

踏まえて提案すること。 

また、本業務における実施スケジュールを、貴者と職員との役割分担を明確

にして示すこと。 

 ⑵ ＲＰＡソフトウェアに関する提案 

   導入を行うＲＰＡソフトウェアについて、次に掲げる点で提案すること。 

ア 利点及び拡張性 

イ 画像等認識技術の特徴 

ウ ＲＰＡ実行プロセスの把握方法 

エ ＲＰＡ動作上の制約事項や制限等 

オ 職員によるシナリオ作成、修正方法 

カ 稼働管理方法 



キ 能率的なライセンス利用方法 

 ⑶ シナリオ作成及びシナリオメンテナンスに関する提案 

   シナリオ作成時等の支援について、次に掲げる点で提案すること。 

ア 作成及びメンテナンスにおける貴者と職員との役割分担 

イ 作成後に想定されるエラー及びエラー発生時の対応方法 

ウ 実行プロセスのフォーマット化等シナリオ汎用化の方法 

 ⑷ 運用支援に関する提案 

   ＲＰＡ実行時等の運用支援について、次に掲げる点で提案すること。 

ア 問い合わせに迅速に対応するための体制 

イ 導入業務の効果検証 

ウ 対象業務の抽出及び効果的なＲＰＡ導入のための考え方や手法及びプロセ

ス 

エ 統一的なプログラム作成方法及び効果的な運用ルール確立のための考え方

や手法及びプロセス 

 ⑸ 職員の操作技術習得に関する提案 

   職員の操作技術習得支援について、次に掲げる点で提案すること。 

ア 職員の操作技術習得支援に対する考え方や手法及びプロセス 

 ⑹ その他追加提案 

   本実施要領及び仕様書に記載のない事項で、本業務及び本市における将来的

なＲＰＡの運用に効果があると見込まれる提案を記載し、提案が本業務の委

託料の範囲内で実施可能か、別途費用が必要となるかを明示すること。 

 ⑺ 仕様書要件一覧に対する回答（様式５） 

   （仕様書別表）「１RPAソフトウェア要件」及び「２運用支援要件」に対する

対応状況について、要件一覧回答書（様式５）の「対応状況選択欄」で、可能

◎、代替案○、一部可・制限有△、不可×を選択し、代替案により実現可能な

場合及び一部可・制限事項がある場合は、「代替案、一部可・制限事項記入欄」

に具体的な内容を記載するものとする。 

   要件一覧の内容は、全て基本的な事項であると本市は考えており、△、×が

１項目でもある場合は、大幅な減点になるので留意すること。また、代替案に

ついても、職員の業務量が著しく増える等、効率的な提案でないと判断した場

合も同様に減点対象となる。 

 ⑻ 業務実施体制表（様式６） 

   プロジェクトを統括する責任者及び従事する担当者の氏名、業務経歴及び類

似業務に係る実績等について記載すること。 

   なお、原則として体制の変更は認めず、やむを得ず変更する場合は、従前の

担当者と同等以上の技術を有することを示す証明書を提示し、事前に承認を

得ること。 

また、協力事業者等を置く場合は、その業務補助者についても記入すること。 



 ⑼ 提案価格書（様式７） 

   本業務に係る費用について、次の項目に留意し、提案価格書（様式７）及

び提案価格内訳書（任意様式）を提出すること。 

ア 提案価格は、「２ 業務の概要 ⑷ 提案上限額」を超えてはならない。 

  イ 提案価格内訳書は、ＲＰＡソフトウェア１ライセンスあたりの単価やプロ

グラム作成に係る費用、導入支援に係る費用等、詳細な内訳を記載すること。 

 ⑽ 見積書 

   本業務を継続する上で必要となる次年度以降の費用の年額を記載した見積

書（任意様式）を提出すること。また、ＲＰＡ導入拡大に伴うライセンス追加

や運用保守、1業務あたりのシナリオ作成等に要する費用の単価、考え方等を

明示した見積書等（任意様式）を添付すること。 

 

１０ 提案書等の提出 

⑴ 提出期限 

 「６スケジュール」記載のとおり 

⑵ 提出書類 

ア 提案書（任意様式） 

(ア) Ａ４横を基本とし、各ページの左下にページ番号を付与すること。 

(イ) ページ数に定めはない。 

イ 要件一覧回答書（様式５） 

ウ 実施体制表（様式６） 

エ 提案価格書（様式７） 

オ 提案価格内訳書（任意様式） 

カ 工程表（任意様式） 

キ 次年度以降の費用の年額を記載した見積書（任意様式） 

⑶ 提出方法 

メールにて提出すること。 

※ 本市は、提出を確認し次第、受領した旨のメールを返信する。メールの

送信後２開庁日以内に本市からの返信がない場合は、電話にて到達確認

を行うこと。 

 

１１ 提出書類の取り扱い 

⑴ 提出書類に記載された提案内容は、提案者の許可なく使用しない。ただし、

本市が本プロポーザルに関する報告、公表のために必要な場合は、提案者の承

諾を得ずに使用できるものとする。 

⑵ 本案件に係る情報公開請求があった場合は、蒲郡市情報公開条例（平成１０

年蒲郡市条例第１号）に基づき、提出書類を公開する場合がある。 



⑶ 提出書類は、本プロポーザルにおける受託候補者の選定以外の目的では使用

しない。 

⑷ 提出書類の返却は行わない。 

⑸ 提案書に含まれる著作権、特許権等日本国の法令に基づいて保護される第三

者の権利の対象となっているものを使用した結果、生じた責任は提案者が負う。 

⑹ 提出書類は、本業務で必要な範囲において、複製できるものとする。 

 

１２ 質問及び回答 

 提案に関する質問の受付及び回答については以下のとおり。 

⑴ 質問期限 

「６スケジュール」記載のとおり 

⑵ 質問方法 

質問書（様式４）にて質問を送信すること。 

⑶ 質問に対する回答について 

「６スケジュール」記載の期日までに、参加資格が確認できたもの全てに対

し回答を送付する。 

 

１３ 参加辞退書 

  参加表明書提出後に辞退する場合は、参加辞退書（様式８）を提出すること。

参加辞退は自由であり、辞退しても以後における不利益な扱いはしない。 

⑴ 提出期限 

「６スケジュール」記載のとおり 

⑵ 提出方法 

電子メールにて提出すること。 

※ 本市は、提出を確認し次第、受領した旨のメールを返信する。メールの送

信後２開庁日以内に本市からの返信がない場合は、電話にて到達確認を行う

こと。 

 

１４ 提案内容の評価及び受託候補者の選定 

審査は、令和 5 年度蒲郡市ＲＰＡ導入業務委託受託候補者選定委員会（以下

「選定委員会」という。）において、提出された提案書等及びプレゼンテーショ

ンにより総合的に評価する。 

 ⑴ プレゼンテーション 

  ア 日時 

    令和５年１０月２５日（水）の指定する時間 

    時間については、参加資格確認結果と一緒に通知する。 

  イ 持ち時間 

   (ア) プレゼンテーション ４０分以内 



      うち、デモンストレーション １５分以内 

   (イ) その他質疑応答 １０分程度 

  ウ 機器 

    モニタ及びＨＤＭＩケーブルは本市で準備するが、その他必要な機器は、

プレゼンテーション参加者において用意すること。 

  エ その他 

(ア) 本業務の業務担当者が主となりプレゼンテーションを実施すること。 

(イ) プレゼンテーション参加人数は補助者を含めて３名までとする。 

(ウ) プレゼンテーション時において、その趣旨及び内容に変更がない範囲

で提案書と別の資料を提示することは可とする。 

(エ) プレゼンテーションは、ＲＰＡツールのデモンストレーションを含め

た内容とすること。 

(オ)  ＲＰＡツールのデモンストレーションは、ツールの操作性や特徴を掴

むことを目的に行うため、別紙「デモンストレーション課題」の内容につ

いて、シナリオを作成し、動かすところまで行うこと。なお、別紙「デモ

ンストレーション課題」については、参加資格確認結果と併せて通知する。 

⑵ 審査項目及び評価基準 

別表「審査に関する配点及び評価内容」のとおり 

⑶ 受託候補者の特定 

選定委員会において、⑵審査項目及び評価基準に基づき受託候補者の特定を

行う。各委員の採点に基づき各提案者に順位を付け、第１順位の最も多い提案

者を受託候補者として特定する。第１順位の最も多い提案者が２者以上いると

きは、選定委員会において、各委員の採点結果を踏まえた上で、合議により受

託候補者を特定する。 

ただし、選定委員会の審議により、当該業務の内容に適合した履行の確保が

見込めないと判断された場合には、受託候補者を特定しない。 

 

１５ 審査結果に関する事項 

 ⑴ 審査結果 

   受託候補者として特定又は特定しなかった旨を、「６スケジュール」記載の

期限までに提案者へ通知する。また、受託候補者として特定した事業者につい

ては、事業者名を市ウェブサイトで公表する。 

 ⑵ 非特定理由についての説明の請求 

   特定されなかった者は、書面により、非特定理由についての説明を求めるこ

とができる。 

⑶ 請求期間 

通知をした日の翌日から起算して７開庁日以内の午前９時から午後５時まで

とし、請求先は「４ 担当部局」に同じとする。 



⑷ 回答について 

非特定理由についての説明の請求に対する回答は、請求期間の最終日の翌日

から起算して５開庁日以内に行う。 

 

16 契約の締結 

⑴ 本プロポーザルによって受託候補者を特定し、当該業務に係る見積書徴収の

相手方とする。 

⑵ 受託候補者が契約締結までに「５ 参加資格要件」に記載した要件のいずれ

かを満たさなくなった場合、無効となった場合、その他事故等の特別な事由に

より契約が不可能となった場合は、次点の者から順に繰り上がるものとする。 

⑶ 支払等に関する事項、契約の変更・解除に関する事項など、契約にあたって

の重要な事項については、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、同施行令及

び蒲郡市契約規則（昭和３９年蒲郡市規則第１１号）等の定めるところとし、

その詳細は契約時に定める。 

⑷ 採用された提案書に記載されている事項は、契約時の仕様書の原型になるも

のであるが、すべての提案事項について契約を保証するものではなく、提案書

について本業務の目的達成のために修正すべき事項がある場合には、本市と提

案者との協議により契約締結段階において項目を追加、変更又は削除を行うこ

とがある。 

 

17 その他 

(1) 提出書類の作成及び提案に要する各種費用は、全て提案者の負担とする。 

(2) 提出後の参加表明書及び提案書等の修正又は変更は、原則として認めないも

のとする。 

(3) 電子メール等の通信事故について、本市は一切の責任を負わないものとする。 

(4) 業務仕様書等に示す要件、構成等は主要項目であり、これに明記していない

事項についても、本業務を遂行する上で当然備えるべき事項については要求

内容に含まれるものとして提出書類を作成すること。 

(5) 選定委員会の委員に対し、本プロポーザルに係る接触の事実が認められた場

合には、提案を無効とする。 

(6) 本プロポーザルの手続きにおいて使用する言語は日本語、通貨は日本円、単

位は日本の標準時及び計量法（平成４年法律第５１号）によるものとする。 

 


